











第五章 侵害の停止（第一節～第二節 第84巻第２号、第三節～第四節 第84巻第４号）
































































































































































































































































































































































































の会社Mark Bric Display ABが上海ヒマラヤ広告公司に対して不正競争を理由
(29) パリ条約第10条の２第３項。
(30) 経営者が公告又はその他の方法を利用して、商品の質、材料、性能、用途、生産者、有
効期限及び産地等について他人を誤解させるような虚偽宣伝をすることである。
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に訴えた事件において、原告は、裁判所に対して被告に原告の広告を模倣したと
いう不正競争行為について公開謝罪するように求めた。これについて、裁判所
は、中国民法通則第118条により、被告が負うべき権利侵害の民事責任は、侵害
停止、影響の除去、損害賠償であると認定すると同時に、「原告が被告に対して
求めている公開謝罪の訴訟請求は、必ずしも不合理であるとはいえず、法律の規
定する被告が負うべき影響の除去という民事責任とは完全に同じというわけでは
ない」ので、「被告に新聞等のメディアに謝罪声明を用いて影響の除去を行わせ
たほうは法的根拠がある」と判断した。結局、裁判所は、被告に対して『解放日
報』、『新民晩報』、『科技日報』、『経済日報』に「［致 ］（謝罪）声明」を掲載
し、影響を除去するよう命
(31)
じた。しかしながら、この事件の処理結果には、矛盾
を感じる。裁判所は、まず原告の当該請求は合理的であると認めながら、法的根
拠がないとして、被告に対して「謝罪声明」を掲載し影響の除去するよう命じ
た。しかし、「謝罪声明」は謝罪の形式の１つであるので、つまり裁判所はやは
り原告の法的根拠のない訴訟請求を認めたのである。
もし裁判所が、原告の謝罪の訴訟請求には法的根拠がないと認定し、証拠調べ
や審理等を通じて被告の行為が悪い影響をもたらしていることを確定できた場
合、原告の謝罪請求を認めない代わりに、職権をもって被告に対して影響の除去
の責任を負わせることができるか。筆者は、できると考える。前述したように、
影響の除去は、権利者に対する救済の方法であるだけではなく、権利侵害行為が
社会公衆にもたらした錯覚や誤った印象を除去することもでき、社会公共利益を
体現する。社会公共利益に関連する場合、裁判所は、職権によりこの重大な利益
を守ることができる。実務において、次のようなケースがある。オンライン起華
等が黄国琪等を訴えた、著作権侵害の事件において、原告が被告に対して侵害停
止、謝罪及び損害賠償を求めた。裁判所は、被告が原告の相続作品の使用権及び
報酬取得権を侵害し、原告の財産上の損害をもたらし、かつよくない社会影響を
もたらしたと認定し、侵害停止、影響の除去及び損害賠償の民事責任を負わなけ
ればならないとして、被告に対して『光明日報』、『人民日報』の海外版におい
て、影響を除去するための文書の掲載を命じた（文章は、10×12cm以上で
(32)
ある）。
謝罪、影響の除去は、２種類の独立した民事責任方法であるとはいえ、中国民
法通則第134条第２項によると、この２種類の責任方法は、併合して適用するこ
とができる。併合して適用する前提は、知的財産権侵害行為により原告の人身
権、又は当該行為により原告の財産権が侵害され、悪い影響をもたらしたことで
(31) 上海市第二中級人民法院（1998）滬二中知初字第93号民事判決。
(32) 上海市第二中級人民法院（1994）滬中民初（知）字第57号民事判決。
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ある。たとえば、呉冠中が上海朶雲軒等に対して著作権侵害を理由に訴えた事件
において、裁判所は、被告が原告署名の美術作品を偽って販売する行為は、原告
の名声・名誉及びその作品の販売に損害をもたらし、著作権侵害を構成すること
を認定し、被告に対して「人民日報」（海外版）、「光明日報」において、原告に
謝罪し影響を除去する文書を掲載するように命
(33)
じた。また、上海 麗床板清貧有
限会社が深圳森林王木業有限会社を訴えた不正競争事件では、裁判所は、被告の
不正競争行為が原告の商業上の信用・名誉及び製品の名声・名誉を害ったとし
て、被告に対して謝罪及び影響の除去の責任を負うように命
(34)
じた。
四 謝罪、影響の除去の適用方法
(一）具体的な方法
謝罪は、口頭の方法で行うことができる。たとえば、裁判所は被告に対して法
廷の場で原告に謝罪するように命じることができるし、書面その他の方法で行う
ように命じることもできる。もし、被告が一定の方法でその権利侵害行為につい
て謝っている場合は、裁判所は、判決において被告の謝罪責任を免除することが
できる。たとえば、李中南等が北京燕山出版社を訴えた著作権侵害事件におい
て、二審裁判所は、被告が原告の許諾を得ずに、無断で原告の翻訳作品を出版し
た行為は、権利侵害を構成するが、当該被告はすでに法廷審理の間に原告に対し
て謝罪の意を表したとして、関連刊行物において公開謝罪をしなくてもよいと判
示
(35)
した。さらに、上海希格瑪電子陶磁器有限会社が上海瑞侃電纜部品有限会社に
対して、不正競争を理由に訴えた事件において、裁判所は、被告が宣伝パンフレ
ット及びビデオテープの中で国産陶磁器 PTCの性能・質を歪曲した行為は、不
正競争を構成するが、被告がすでに「科技日報」において国産陶磁器 PTCの生
産会社に対して謝っているとして、原告の被告に対する新聞紙上での謝罪の請求
を認めない、と判示
(36)
した。
影響の除去については、原則的な制限がある。すなわち被告が広い範囲で悪影
響をもたらし、当該範囲内で悪影響を除去すべき責任を持ち、裁判所が判示した
影響の除去の方法が、この点を実現できるものでなければならない。実践では、
裁判所は、新聞・雑誌、ホームページのトップページ又はテレビにおいて掲載又
は声明を発布する方法を採用し、悪い影響を除去するように
(37)
する。もし一審裁判
(33) 上海市第二中級人民法院（1994）滬中民（知）初第109号民事判決、上海市高級人民法
院（1995）滬高民（知）終字第48号民事判決。
(34) 上海市第二中級人民法院（1998）滬二中（知）初字第53号民事判決。
(35) 北京市第一中級人民法院（1998）一中知終字第48号民事判決。
(36) 北京市第二中級人民法院（1998）二中知初字第17号民事判決。
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所が被告に命じた影響の除去の方法は被告がもたらした影響を除去するに十分で
ない場合、二審裁判所は、悪い影響を除去する目的を達成するためにその方法を
改める。たとえば、中化四平製薬工場が不正競争を理由に敦化市華康製薬工場等
を訴えた事件において、被告が中国テレビ新聞に曖昧な広告を掲載し、不正競争
を構成したとして、一審裁判所は、被告に対して書面で謝罪し、影響を除去する
ように判示
(38)
した。原告はこれを不服として上訴し、二審裁判所は、書面での謝罪
だけでは当該虚偽広告によりもたらされた影響を除去することができないとし
て、一審判決を改め、被告に対して中国テレビ新聞において声明を掲載し、真実
でない広告を改めるように命
(39)
じた。
(二）適用方法の執行可能性及び経済効率の問題
１、執行可能性問題
裁判所は、被告が謝罪、影響の除去の方法を決定する際、当該判決の執行可能
性を考慮しなければならない。周祖 が北京市西城区阜外偉孚電脳デザイン室等
に対して著作権侵害を理由に訴えた事件において、原告は、被告が制作し中央電
視台で放送した「万利達VCD」製品についての15秒 CM につき、自らの著作権
を侵害したとして、裁判所に対して、被告が中央電視台にて原告に公開謝罪をな
すよう請求した。裁判所は、被告の行為が権利侵害を構成することを認定した
が、この訴訟請求は、実際の執行条件を具備せず、状況に応じて被告ら三者に対
して書面で原告に謝罪するように判示
(40)
した。筆者は、裁判所のこの判断に賛成す
る。中央電視台は、事件の当事者でなく、裁判所は、被告に対して当該電視台に
声明を発表するように命じたとしても、当該声明を放送すべきかどうかの判断
は、中央電視台と被告の合意に左右されることになる。中国のメディア界におけ
る中央電視台の立場を考えると、被告のために当該声明を放送することはできな
い。また、ある事件において、裁判所は、被告に対してある新聞の一面において
声明を掲載し、原告に謝罪し、影響を除去するように判示した。しかし、新聞の
版面の配置は、一定のルールがあり、すべての原稿・文章を一面に掲載すること
ができるわけではない。したがって、筆者は、この種の判決も執行可能性の問題
に関係すると理解している。このほか、もし裁判所が、被告に対してメディアを
通じて謝罪、影響の除去の責任を負わせるのであれば、少なくとも15日間の執行
(37) 謝罪、影響除去の適用方法は、本章第２節で検討した裁判例の中でも言及。
(38) 北京市海淀区人民法院（1995）海経初字第1026号民事判決。北京市第一中級人民法院
（1999）一中知終字第185号民事判決。
(39) 北京市第一中級人民法院（1995）一中知終字第22号民事判決。
(40) この事件は、上海市第二中級人民法院が1999年４月20日に一審終結。詳細については、
寿歩ほか主編『知識産権名案新析』吉林人民出版社、2002年、29～33頁。
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期限を残さなければならない。雑誌等の刊行物において執行を行う場合は、少な
くとも45日の執行期限を与えなければならない。もちろん、具体的な新聞・雑誌
の出版・発行の周期についても裁判所が執行期限を決定する際に考慮しなければ
ならない要素である。
２、経済効率問題
裁判所は、被告が負う謝罪、影響の除去の方法の経済効率も考慮しなければな
らない。一部の事件において、原告は裁判所に対して被告がメディア、版面又は
回数を特定して謝罪し影響の除去声明の掲載を命じるように請求することがあ
る。たとえば、上海天府之国美食世界有限公司が上海紅磨坊倶楽部有限責任公司
に対して不正競争を理由に訴えた事件では、裁判所は、被告に対して判決の効力
が生じた日から20日以内に上海市のある市レベルの新聞において、1/6の版面を
以て謝罪の声明を掲載し、影響を除去するように命
(41)
じた。また、ある特殊な標識
権をめぐる事件において、被告が当該標識を使用しテレビで不法な広告28回を行
ったとして、一審裁判所は、被告に対してテレビで28回の謝罪を行うように命じ
た。確かに、裁判所の右のやり方は、原告に謝罪し権利侵害による悪い影響を除
去する目的に達することができると思われる。しかし、裁判所は以下のように判
断した。被告にこの２種類の責任方法を負わせることを決定する際、被告が執行
のために支払わなければならない費用の問題を考慮すべきである。謝罪の方法
は、被告が原告に対する謝罪の意思を表明できれば足りる。影響の除去の方法
は、被告のどの行為が原告にどのような影響を与えたかを表明し、影響を除去す
れば十分である。謝罪、影響の除去の声明の目的は、広告の目的と異なる。被告
が権利侵害広告の回数と同様な回数声明を出さなければ、原告に謝罪し影響の除
去の目的に達することができないというわけではない。「歯には歯を、目には目
を」という謝罪、影響の除去方法では、経済資源又はその他の資源の浪費を避け
ることができない。
五 謝罪、影響の除去の民事責任方法の強制執行
もし被告が原告に謝罪、影響の除去を行うように命じられた判決に従わない場
合、裁判所は謝罪、影響の除去の目的を達成するために、原告にメディアを通じ
て声明を発表する権限を与えることができる。たとえば、英国聯合利華公司が上
海市第三百貨店分店等12の被告に対して商標権が侵害された理由で訴えた事件で
は、裁判所は、第９被告、第10被告、第11被告、第12被告に対して、判決の効力
が生じた日から30日以内に、各地の省レベルの新聞において、8×4㎝の版面より
(41) 上海市静安区人民法院（1994）静経初字第87号民事判決。
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大きい謝罪声明を出し、原告に謝罪し、その内容は裁判所が審査して決める、と
判示した。さらに、判決において、強制執行方法も明確にし、被告が規定の期限
内に新聞に謝罪の声明を掲載しなければ、原告が被告の住所地の省レベルの新聞
に声明を掲載し、内容は裁判所が審査して決める、費用は、各被告が負担する、
と
(42)
した。
最高人民法院が発布した「名誉権事件の審理についての若干の問題の
(43)
解答」第
11条は、権利侵害者が効力が生じている判決の執行を拒否する場合、相手当事者
の名誉回復・影響の除去のため、裁判所は、公告・新聞掲載等の方法を採用し
て、判決の主要な内容及び関連状況を公布し、費用は権利侵害者に負担させ、民
事訴訟法106条６項により処理することができる、と規定する。知的財産権侵害
紛争における謝罪、影響の除去責任の強制執行について、裁判所もこの規定によ
り執行を行い、ハイテクノロジーの発展に伴い、この２種類の責任強制執行方法
を新たに加えたのである。王蒙が世紀ネット通信技術有限公司に対して著作権審
侵害を理由に訴えた事件において、裁判所は、被告が著作権者の許諾を得ず、そ
のホームページ上で原告作品「堅硬的稀粥」（硬いお粥）を使用した行為は権利
侵害を構成するとして、相応の法律責任を負わなければならないと認定し、被告
のホームページの一面に声明を掲載し、原告への公開の謝罪を含むと判示した。
また、被告は、判決に従わなければ、裁判所は、判決書の内容により自ら公告を
作成し、全国発行の新聞の電子版のトップページにおいて掲載することができ、
関連費用は、被告が負担
(44)
すると判示したのである。この種のやり方は、十分肯定
できる。
(42) 上海市楊浦区人民法院（1991）楊法経字第577号民事判決。
(43) 最高人民法院の1993年８月７日の法発［1993］15号通知。
(44) 北京市海淀区人民法院（1999）海知初字第57号民事判決、北京市第一中級人民法院
（1999）一中知終字第185号民事判決。
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